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Ⅰ．はじめに

　全国国立大学生涯学習系センター研究協議会の前身の大学教育開放センター研究協議会（以下、セン
ター研究協議会）が設立されたのは昭和54年６月14日である。第１回会合は香川大学にて開催された。
　実のところ、センター研究協議会設立初期の動向については、明らかになっていない。毎年の総会で提
示される過去の会議実施状況一覧は、第11回以降の当番校が書かれているだけで、それ以前のことは何も
示されていない。本稿は初期の頃のセンター研究協議会の動向を明らかにすることを試みるものである。
　ただし、その作業は簡単なことではない。センター研究協議会は東北大学、金沢大学、香川大学のわず
か３大学によって立ち上げられたものである。そのうち、昭和48年４月に国立大学の中ではじめて設立さ
れた東北大学教育学部附属大学教育開放センターは平成14年３月31日をもって廃止され（東北大学百年史
編集委員会2003、p.422）、センター研究協議会から脱退している。残る２つの大学は現在も加盟校である
ものの、昭和51年に設立された金沢大学大学教育開放センター（現地域連携推進センター）は、キャンパ
ス移転の影響か、過去の資料はほとんど残っていないという。唯一の希望が、廃止もなくキャンパス移転
も経験していない（学内での引っ越しはあり）、昭和53年設立の香川大学大学教育開放センター（現生涯
学習教育研究センター）であるが、センター研究協議会の関連資料がまとまって残っているわけではな
く、同センターの運営委員会や管理委員会の文書綴の中にいくつかの記載が散見されるという程度である。
　本稿では、わずかながらに残されている香川大学の資料を通して、センター研究協議会の初期の動向を
再現してみたいと思う。とはいうものの、資料的な制約によりその動向については、不明な点があまりに
多い。一次資料の不足は、当時のセンター教官の書いたものや、３大学の大学教育開放センターに関する
各種報告書類から補うこととする。

Ⅱ．センター研究協議会立ち上げの経緯

　センター研究協議会はそもそもどのような経緯で立ち上がったのか。資料目録（末尾の別紙）の資料
１～７から、昭和53年度の２つのできごと、①香川大学で開催された大学教育開放センター特別講演会、
②センター長会議、がセンター研究協議会を立ち上げるきっかけとなったのではないかと推測される。
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Ⅱ－１．大学教育開放センター特別講演会

　香川大学大学教育開放センターでは、昭和53年10月下旬、東北大学および金沢大学のセンターから講師
を招き、２つの特別講演会を開催した（資料１～６）。開催趣旨は明記されていないが、香川大学の大学
教育開放センター設立を記念して、これからのセンターのあり方を検討するため、先行するセンターの状
況を知る目的だったと思われる。概要は表１のとおりである。参加人数は両日ともに50名程度であった。

表１．大学教育開放センター特別講演会（香川大学）
日時 講演題目 講師

昭和53年10月23日（月）
15：30～18：30

わが国における大学教育開放セン
ターのあり方

塚本哲人
東北大学教授（教育学部）

昭和53年10月26日（木）
15：30～18：30

金沢大学における大学教育開放セン
ターの歩みと展望

古野有隣
金沢大学教授（大学教育開放センター）

注）	 時間は15：30～18：30とあるが、両日とも前半２時間が講演会、後半１時間が懇談会である。

　東北大学教授・塚本の講演要旨には、以下のように述べられている（資料５）。

　　　外国と我国における大学教育開放について概説し、歴史の浅い我国については、大学教育開放に関
して種々の問題点があり、これを解決し、さらに大学教育開放を発展させなければならない。

　　　問題点とは、生涯教育という学習の機会と場を保障するという教育制度と大学教育開放との関係、
一般人の高度な知的要求にどのように対処するか、放送大学との関係等がある。そして、現代大学論
あるいは現代における高等教育論というものを踏み固めて、日本において大学教育開放を根付かせな
ければならない。

　　　以上のように、大学教育開放の原点から、開放に関連する問題点、さらに将来の発展に及んだ。
　　　懇談会は、本学教育開放センターが初年度となっていることもあり、講演内容について、さらに詳

細に、又、東北大学の開放センターについて熱心に質疑応答がなされた。

　続いて、金沢大学教授・古野の講演要旨は、以下のとおりである（資料６）。

　　　金沢大学教育開放センターの前身である「社会教育研究室」の発足（昭和33年４月学内措置により）
の背景から、昭和51年５月大学教育開放センター設置までの過程・活動状況等、さらに、将来計画及
びこれから解決しなければならない事項等について講演がなされた。

　　　懇談会は、演題及び本学が金沢大学と同様に全学的な大学教育開放センターであることもあり、特
に開放センター事業について熱心に質疑応答がなされた。

　この２つの特別講演会は、日時がずれていることからも分かるとおり、３大学が一同に会したわけでは
ない。特別講演会の場でセンター研究協議会の必要性について意見が出されたかどうかも、記録に残って
いないので明確に述べることはできない。しかし、このわずか２ヵ月後に新たにセンター長会議が開催さ
れていることから、３大学の交流の場を設けることの必要性が、特別講演会の開催を通して認識されたの
ではないかと推測される１）。
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Ⅱ－２．センター長会議

　特別講演会に続き、昭和53年12月20日には国立社会教育研修所（現・国立教育政策研究所社会教育実践
研究センター）でセンター長会議が開催されたことが、翌昭和54年２月13日の大学教育開放センター運営
委員会で報告されている（資料７）。
　記録には、センター長会議について注釈が付けられており、「本会議は正式のものではないが、東北大、
金沢大、香川大の３大学のセンター長及び本学からは安原教官も出席してひらかれたもの」とある。
　このセンター長会議が誰の発案で開催されたのか、何が協議されたのか、一切の記載がなく不明であ
る。しかし、開催場所が国立社会教育研修所であったこと、香川大学からはセンター長だけでなく助教授
の安原昇も出席していること、安原の前職が国立社会教育研修所であったこと（昭和44年７月１日～昭和
53年９月30日、香川大学着任は昭和53年10月１日）、等々から、安原のイニシアチブだったのではないか
とも想像される。
　そして、センター長会議そのものの協議内容は不明であるものの、この後、文部省大学局大学課に赴い
て「将来大学教育センター（山本注：大学教育開放センターのことであろう）をどのように考えているの
か」について尋ねたという記録がある。文部省の回答は、おおむね次のとおりであったという。

　　　放送大学との係わりで考えていきたい。例えば、スクーリングの場所として利用するとか、セン
ターを中心にラジオ講座も行えるように考えている。整備充実の面では、将来東北大学なみの１講座
ぐらいは考えられるのではないか２）、まずは放送大学がスタートしたあと多少拡充されると思う。

　ここで彼らが赴いた文部省大学局大学課の当時の状況について補足しておこう。そもそも大学公開講座
については、大学局（かつての大学学術局）は不熱心で、社会教育局が社会教育法に基づき「大学開放講
座」を委嘱していた（スポーツ教室経費は体育局から；工藤1981、p.９）３）。状況が変わったのは昭和51
年度である。大学局は国立大学の公開講座開設に必要な経費を計上しはじめ（しかも５年間で、予算額・
補助額はほぼ倍増；同上）、東北大に加え金沢大、香川大にも大学教育開放センターを設置し、さらに私
立大学には特別補助という形で公開講座開設に必要な経費の一部を補助する措置を講じはじめた（斎藤
1982、p.63）。その結果、昭和46年度におおむね100大学300講座だったものが（文部省社会教育局1973）、
昭和51年度137大学711講座、昭和56年度259大学1479講座と、公開講座の実施大学数、開設講座数とも著
しく増加することとなった（大学局大学課1977、1982）４）。一方、昭和58年の放送大学開学に向けての準
備も進んでおり、彼らが大学局に赴いた昭和53年には実験番組を制作する放送教育開発センターが発足し
た。放送大学に注目が集まっていた時期であり、上記のような回答になったのであろう。
　さて、資料７には最後に次回のセンター長会議について、「６月初旬、香川大学で２回目の会議を開催
することとなり、12月には予算折衝等との関係もあるので東京で開催することを出席者も了承し、文部省
も了解した」と記載されている。６月初旬に香川大学で行われるという２回目の会議、これこそが第１回
「大学教育開放センター研究協議会」となったのである５）。
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Ⅲ．初期の活動内容

Ⅲ－１．開催状況

　それでは、センター研究協議会の具体的内容について見ていこう。
　センター研究協議会の総会資料で不明となっている第１回から第10回の会議の開催状況は、判明してい
る限り、以下の通りである（表２では、昭和期に設立された４大学が当番校となった第14回まで示してい
る）。

表２．センター研究協議会（第１回～第14回）
回 年度 当番校 開催日 備考

第１回 S54 香川大学 昭和54年６月14日 　
第２回 S55 金沢大学 　
第３回 S56 東北大学 　
第４回 S57 金沢大学 　
第５回 S58 東北大学 　
第６回 S59 香川大学 昭和59年６月８日 　
第７回 S60 ？ 金沢大学か？
第８回 S61 ？ 昭和61年４月徳島大学にセンター設置。徳島大学か？
第９回 S62 香川大学 昭和62年11月５－６日 　
第10回 S63 ？ 東北大学か？
第11回 H１ 徳島大学 　
第12回 H２ 金沢大学 　
第13回 H３ 香川大学 平成３年11月25－26日 　
第14回 H４ 東北大学 　
注）	 第１回～第６回までの当番校は資料目録（別添）の資料10より。第11回～第14回は『第26回全国国立大学生涯学習系センター

研究協議会』（琉球大学生涯学習教育研究センター）より。香川大学当番校時の開催日については『香川大学生涯学習教育研
究センターのあゆみ：平成３年度』など参照。

　香川大学に残された資料によれば、香川大学でセンター研究協議会を開催したのは第１回、第６回、第
９回、第13回（および第38回）である。第２回～第５回については、当番校についてのみではあるが、資
料10に記録があるため判明している。
　残る第７回、第８回、第10回については不明である。とはいえ、加盟校が少なかったので、ある程度推
測はできる。１）第７回の開催された昭和60年度までは、東北大、金沢大、香川大の３大学のみの体制で
あったため、東北大か金沢大のどちらか、２）第８回は、昭和61年４月に徳島大学大学開放実践センター
が設置されたため、東北大、金沢大、徳島大のいずれかの可能性、３）第10回は、第11回の当番校が徳島
大であり、２年連続は考えにくいことから、東北大か金沢大と予想される。
　さらに、４）第15回（平成５年度）の当番校が宇都宮大になって以降、第37回（平成27年度）の金沢大
まで、昭和期に設置された４大学は当番校となっていないこと、５）第14回までに香川大が４回当番校と
なっていることから、東北大、金沢大もそれぞれ４回担当し、残り２回が徳島大ではないか、と考えられ
る。そこに開催順を考慮すると、第７回は金沢大、第８回が徳島大、第10回が東北大ではないかと推測さ
れる。
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Ⅲ－２．議事内容～香川大学が当番校となったセンター研究協議会から～

　議事はどのような内容だったのであろうか。
　第１回の会議については、昭和54年６月11日の大学教育開放センター運営委員会の追加報告事項「昭
和54年度第１回大学教育開放センター研究協議会について」として、「標記研究協議会は、東北大、金沢
大、香川大の大学教育開放センター長らが出席して６月14日（木）10時から本学が当番校となって開催さ
れることとなっている」とある（資料８）。しかし、続いて「会議の状況は改めて報告する」とあるもの
の、後の運営委員会記録に報告があったという形跡は見られず、また、会議資料も残っていないため、詳
細は分からない。ただし、なぜ第１回の会場として香川大学が選ばれたのかについては、おそらく安原の
言う「本学のセンター施設は、その規模の小ささにもかかわらず、わが国に初めてセンター専用の建物が
新設されたという意味で、関係者に記憶されなければならない」（安原1981、p.46）という事情によるの
であろう。経済学部キャンパス内に新築された２階建の建物で、講義室２つ（80人固定席、50人可動席各
１室）、ロビー、センター長室兼講師室、教官研究室、演習室、資料室、印刷室等が備えられていた（平
成12年11月に現在地の教育学部キャンパス内研究交流棟６階に移転）。当時、東北大学は教育学部の間借
り（川内地区文教研究棟７階）、金沢大学は当時キャンパスのあった金沢城内の旧陸軍第六旅団司令部庁
舎を利用しており（講義室一室は新設）、新しく作られた専用施設は持っていなかった。施設見学も第１
回会議の目的だったのではないだろうか。
　一方、第６回、第９回の会議については、会議資料が僅かながら残っている。
　「昭和59年度第６回大学教育開放センター研究協議会実施要項」には、趣旨として「大学教育開放セン
ターの運営・事業実施等に関する情報交換を行うとともに、その整備方策について検討する。」と書かれ
ている。当日は、東北大４名（センター長・教授、助教授、助手、事務長）、金沢大３名（センター長・
教授、センター主任・教授、助手）、香川大４名（センター長・教授、センター主任・教授、庶務部長、
庶務課長）の計11名が出席して、以下の通り開催された（資料９）。

　日時：昭和59年６月８日（金）　場所：香川大学本部第３会議室（５階）
　　受付　　　13：00～13：30
　　開会　　　13：30
　　　　　　　　挨拶　香川大学長　幡　克美
　　議事　　　13：40
　　　　　　　　（１）昭和58年度事業の実施状況と問題点について
　　　　　　　　（２）昭和59年度事業の実施計画について
　　　　　　　　（３）大学教育開放センターの整備と今後の在り方について
　　　　　　　　（４）その他
　　議事終了　15：30
　　見学　　　15：30～17：00「峰山公園」
　　移動　　　17：00
　　懇親会　　17：30～　　　 「さぬき荘」６）
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　会議は実質２時間で、各大学の前年度事業および当年度事業計画を情報交換することが目的だったこと
がわかる（資料は15部を各大学で用意することになっていた）７）。会議終了後、見学が正式な日程として
含まれていることが目を引く。
　会議自体は１日であるが、出席者名簿の「宿泊等の要否」を見ると、東北大の出席者はセンター長を除
き前後泊で２泊３日、金沢大学の出席者は後泊のみの１泊２日（１人後泊もなし）となっている。当時は
瀬戸大橋開通前であり、かつ空路も滑走路の短い旧高松空港の時代である。現在と比べると高松往復には
相当の時間を要したことであろう。
　興味深い点は、協議会１ヵ月半前の日付（４. 21）が書かれてある資料10の打合せメモの中の「大阪市
立大学教官の参加、香川大学センター運営委員の参加を検討中」という記載である。現在、国立大学のみ
に限っているセンター研究協議会であるが、初期の頃に公立大学の参加が検討されていたことが分かる。
ただし、実際には参加していない。なぜ参加しなかったのか不明である。
　さて、第９回の会議は現在と同じく１泊２日となり、東北大３名（助教授、助手、教育学部会計係長）、
金沢大４名（センター長・教授、教授、助手、事務係長）、徳島大３名（センター長・教授、教授、総合
科学部庶務主任）、香川大６名（センター長・教授、教授、事務局長、庶務部長、経理部長、庶務課長）
の計16名が出席して、以下の通り開催された（資料12）。

　日時：昭和62年11月５日（木）～６日（金）　場所：香川大学本部第３会議室
　　11月５日
　　　14：00　開会挨拶　香川大学長
　　　14：05　議長選出
　　　14：10　研究協議
　　　　　　　　（１）昭和61年度事業の実施状況と問題点について
　　　　　　　　（２）昭和62年度事業の実施計画について
　　　　　　　　（３）大学教育開放センターの整備と今後の在り方について
　　　17：00　移動・休憩
　　　18：00　懇親会　さぬき荘
　　11月６日
　　　９：00～12：00　見学・移動　瀬戸大橋架橋工事現場、高速艇乗船見学

　研究協議の内容は、第６回から（４）その他が削除されただけで、ほぼ何も変わっていない。変更され
たのは、議長選出が明記されたこと（第６回もあったかもしれないが、明記はされていない）と、会議日
程が２日になったことである。
　後者について、正確にどの年度から会議日程が１日から２日になったのかは不明だが、徳島大が参加す
ることで情報交換の時間が２時間では足りなくなり、初日に３時間会議を行うこと、その代わりに見学を
２日目に回したということではないかと推測される８）。

Ⅳ．議事「大学教育開放センターの整備と今後の在り方について」をめぐって

　第６回、第９回の議事次第から分かることは、センター研究協議会の主たる目的はセンター相互の情報
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交換であり、あわせて見学や懇親会が会議に占める割合から考えて、センター教官・事務官同士の親睦を
深めることが重視されていたことも疑いがないだろう。
　しかし、気になるのは、第６回、第９回、双方に挙げられていた議事（３）「大学教育開放センターの
整備と今後の在り方について」である。前述のとおり「昭和59年度第６回大学教育開放センター研究協議
会実施要項」の趣旨には、情報交換につづいて「その整備方策について検討する」という記載がある。会
議当日に何が議論されたかは不明だが、当時のセンター教官の書いたものからは、彼らがこの点について
どのような問題意識を持っていたのか、おおよその検討を付けることはできる。

Ⅳ－１．大学教育開放センターの置かれた状況

　センター教官の言説を検討する前に、当時の大学開放あるいは公開講座（開放講座）が、どのように語
られていたかを簡単に確認しておこう。３大学のセンター設置と前後して、文部省の関連審議会をはじ
め、様々な立場から意見が発せられていた（表３）。

表３．大学開放に関する主な動向：昭和38～58年（1963～1983年）
年 月 出来事・文書

昭和38（1963）年 １月 中央教育審議会答申「大学教育の改善について」
昭和39（1964）年 ７月 社会教育審議会答申「大学開放の促進について」
昭和44（1969）年 ３月 自由民主党文教制度調査会編『国民のための大学』

４月 中央教育審議会答申「当面する大学教育の課題に対応するための方策につい
て」

昭和45（1970）年 ２月 国立大学協会「大学問題に関する調査研究（中間報告）」
12月 教育制度検討委員会発足（日本教職員組合の委嘱による）

昭和46（1971）年 ４月 社会教育審議会答申「急激な社会構造の変化に対処する社会教育のあり方に
ついて」

６月 中央教育審議会答申「今後における学校教育の総合的な拡充整備のための基
本的施策について」

６月 国立大学協会「大学問題に関する調査研究報告書」
昭和48（1973）年 ４月 東北大学教育学部附属大学教育開放センター設置

12月 国立大学協会「大学改革に関する調査研究報告書」
昭和49（1974）年 ７月 教育制度検討委員会・梅根悟編『日本の教育改革を求めて』
昭和50（1975）年 ３月 清水義弘編『地域社会と国立大学』
昭和51（1976）年 ３月 高等教育懇談会「高等教育の計画的整備について」（前期計画）

５月 金沢大学大学教育開放センター設置
昭和52（1977）年 ９月 大学問題検討委員会発足（日本教職員組合の委嘱による）

OECD/CERIの国際共同研究「高等教育と地域社会の相互連関に関する研究」
が始まる（日本からは広島大学大学教育研究センターが参加）

昭和53（1978）年 ４月 香川大学大学教育開放センター設置
昭和54（1979）年 ６月 第一回大学教育開放センター研究協議会開催（香川大学）

11月 大学問題検討委員会編『日本の大学－その現状と改革への提言－』
12月 大学設置審議会大学設置計画分科会「高等教育の計画的整備について」（後

期計画）
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昭和55（1980）年 2月 OECD/CERI 国際会議 “International Conference on Higher Education and 
the Community: New Partnerships and Interactions”

8月 NIRA生涯教育研究委員会『日本の生涯教育－その可能性を求めて－』
9月 日本教育社会学会第32回大会シンポジウム「大学の社会的機能について－日

本の大学教育開放をめぐって－」（東北大学教育学部）
11月 大学開放研究セミナー（㈶高等教育研究所）

昭和56（1981）年 6月 中央教育審議会答申「生涯教育について」
昭和57（1982）年 5月 斎藤諦淳編『開かれた大学へ：大学の開放及び大学教育改革の進展』

OECD/CERI, The University and the Community: the problems of changing 
relationships

昭和58（1983）年 6月 都道府県教育長協議会第二部会「県域レベルにおける生涯学習機会の整備に
ついて」

Ⅳ－１－１．センター設置前の動き
　大学開放や公開講座は、戦前にも該当する動きはあったものの、法制的には戦後の教育改革によって導
入されたものである。とはいえ、大学局が関与するようになったのは昭和50年代であり、それまで、昭和
20～40年代には社会教育局を中心に、学校開放の一部としての「大学開放講座」が各大学で行われてき
た。そのため、社会教育局の管轄下にある社会教育審議会の建議や答申の中で言及されることがほとんど
であった。
　公開講座について中央教育審議会答申で言及されたのは、昭和38年の「大学教育の改善について」がは
じめてであろう（大学開放の中でも夜間部や通信教育については昭和33年の答申「勤労青少年教育の振興
方策について」で触れられている）。同答申「Ⅲ．大学の管理運営について」の「４．大学と国家・社会」
には、「学内管理機関は、すべて学内者によって構成されている。しかしながら、民主社会における大学
は、社会に対して閉鎖的であるべきでなく、積極的にその関連する社会との連けいを深め、特に地域社会
のために寄与することが望ましい。よつて、必要に応じて大学に学外者を加えた機関を設けるべきであ
る。この機関は、公開講座等の大学の拡張

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

、産業経済界と大学との連けい、教育の向上および文化の発展
等に関し、大学と地域社会とがその協力関係を進めるため相互に意見を交換する機関とする」（傍点は山
本による）と述べられ、管理運営に学外者を加えること、その機関が公開講座等について意見交換するこ
とが提言されている。
　昭和39年に出された社会教育審議会答申「大学開放の促進について」は、それまでの社会教育審議会が
全学校種の学校開放の一つとして大学開放に触れていたのに対し、大学開放だけに特化して論じているこ
とが特徴である。同答申では、大学開放として、①大学公開講座の拡充強化、②地域振興への協力活動の
推進、③大学分教室の設置促進、④通信教育および放送・出版活動の充実振興、を挙げている。もともと
戦後初期から、必ずしも「大学開放＝公開（開放）講座」ではなかったものの、同答申で「大学公開講座
は、大学開放活動の中心的な位置を占めるものである」と言われるように、これに近い状況であった（社
会教育局の認識なので当然とも言えるが、同様の記述は他でも見られる）。しかし、社会教育局の枠組み
では語れない正課の開放や研究機能の開放（産学連携、共同研究など）も含めて、大学開放が語られるよ
うになりつつあった。
　しかし、昭和44年頃をピークとする大学紛争こそが、大学開放に向けて大きく進み出す契機となったこ
とは疑いを入れない。「開かれた大学」という言葉が政策文書にはじめて登場するのは、大学紛争の渦中
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に出された昭和44年の中央教育審議会答申「当面する大学教育の課題に対応するための方策について」で
ある。「第１　大学紛争の要因とこの答申の課題」の「３　新しい大学のあり方と大学制度の基本的課題」
において、つぎのように述べられている。

　　　本審議会は、すでに昭和38年１月の「大学教育の改善について」の答申において、新しい大学はか
つての「象牙の塔」ではなく、社会的な機関としての性格をもつべきことを指摘した。それは個人と

0 0 0

社会の教育に対する要請に即応できる大学
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

であり、社会からの批判とその建設的な協力に道を開いた
大学であり、公費の大幅な支援を受けるとともに学問研究を通じて社会に奉仕する大学であるという
点において、いわば「開かれた大学」とも称すべきものであろう

0 0 00 0 0 0 0 0 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（傍点は山本による）。

　昭和46年には４月の社会教育審議会答申「急激な社会構造の変化に対処する社会教育のあり方につい
て」が改めて大学開放の振興を訴え、同年６月の中央教育審議会答申「今後における学校教育の総合的な
拡充整備のための基本的施策について」では社会人の再教育という言葉によって大学開放に期待がよせら
れた。そして、後者の中教審答申を受け、昭和47年には今後10年間の高等教育の計画的整備を検討するた
めに高等教育懇談会（のち、大学設置審議会大学設置計画分科会の高等教育計画専門委員会）が設置され、
昭和51年に前期計画（昭和51～55年度計画）、54年には後期計画（昭和56～61年度計画）が発表されるが、
これらの計画の中でも編入学や昼夜開講制などの弾力的な修学方式、放送大学の創設、単位の累積加算や
相互認定、公開講座、等々の大学開放が目標に掲げられた。
　その他、この時期には政府・文部省内だけでなく、実に多くの会議・団体等が大学改革に関する意見を
発表した９）。また、清水義弘（東京大学）を代表とする教育社会学の研究グループが昭和43～47年度に行っ
た研究の成果である『地域社会と国立大学』や、後述するOECD/CERI（教育研究革新センター）の国際
共同研究の一環として昭和52～55年度に広島大学大学教育研究センターが行った「大学と地域社会の相互
連関に関する調査研究：（Ⅰ）広島大学教員実態調査、（Ⅱ）地域住民の大学観、（Ⅲ）広島大学生と地域
社会」（『大学研究ノート』40、42、44号に掲載）など、大学開放（あるいは「大学の第三の機能」）に関
する研究も進められつつある状況であった。
　そのような状況の中、国立大学協会では「大学問題に関する調査研究（中間報告）」（昭和45年２月）、「大
学問題に関する調査研究報告書」（昭和46年６月）、「大学改革に関する調査研究報告書」（昭和48年12月）
と、立て続けに３つの文書を公表した。３番目の「大学改革に関する調査研究報告書」では、大学教育の
開放を「大学の使命」としつつも、それを実現するためには、現状の人員や施設からみて「大学に過重の
負担を強いることとなる」。そのため、大学がその使命として大学教育の開放を推進するためには、以下
４つの方策を緊急に実行する必要があるとして、（ア）大学教育の開放が大学の本来の使命の一つである
ことについて大学内外の認識を深めること、（イ）大学がゆとりをもって、教育の開放ができるように、
人員、設備、運営費等について思い切った充実をはかること、（ウ）現在、各大学がおこなっている公開
講座、開放講座、現職教育または夜間部等の運営について全般的な検討組織をつくり上げること、（エ）
大学教育開放についての研究センターを新設または充実すること、を提言している（国立大学協会大学運
営協議会1973、p.74）。さらに、公開（開放）講座については「そのための予算が大学自体にはなく、一
般に文部省委嘱という形でくるために、数年に亘る計画がたて難いこと、また、開設時期が特定の時期
（例えば夏休み）に集中すること」（同上、p.75）を問題点として挙げ、予め大学の予算のなかに組み込み
大学が自主的に計画をつくることができる体制を整えるよう訴えている。
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　国立大学協会の報告書で最も注目すべきは、担当部局の設置を積極的に提唱している点であろう。この
ことは、昭和28年社会教育審議会建議で「学校には学校開放活動のための部課あるいは係を設けること」
と述べられて以来、「大学開放部もしくは大学開放に関する委員会（いずれも仮称）を設けること」（昭和
30年社教審答申）、「連絡調整の機関として学内に公開講座運営委員会等を設置する」（昭和39年社教審答
申）、等々、長く訴えられ続けてきたことである。しかし、それが社会教育行政の立場からではなく、国
立大学協会という大学組織から発せられたことに意味があると思われる。そして、「大学教育開放のため、
特別の部局、施設を設置するばあい、これは単なる事業のための組織ではなく、研究と教育をむすびつけ
たものとして、位置づける必要がある。また、このような部局、施設は、研究、事業の実施にあたる外
に、全学の開放活動の調整センターとして機能すべきである」（同上、p.76）と述べていることも、本報
告書の約半年前に誕生したばかりの東北大学教育学部附属大学教育開放センターの設置趣旨とあわせて、
注目すべきであろう。

Ⅳ－１－２．センター設置後の動き
　ところで、３センター設置後、３者が揃って大学教育開放センターに関する議論を展開したのは、セン
ター研究協議会だけではない。昭和55年９月20～22日に第32回日本教育社会学会が東北大学教育学部で開
催された際には、学会の慣例に従って開催校の希望するシンポジウムが行われ、大学教育開放センターが
テーマとなった。シンポジウムでは、田中征男（野間教育研究所）の「「開かれた大学」理念についての
歴史的考察」、池田秀男（広島大学）の「大学教育の拡張と教員の役割」の２つの発表に続いて、古野有
隣（金沢大学）、安原昇（香川大学）、萩原敏郎（東北大学）の順にそれぞれの大学教育開放センターの現
状が、さらに友田泰正（大阪大学）から大阪大学の大学教育開放活動についての報告があった。
　また、同じ昭和55年11月26～27日には（財）高等教育研究所が国立教育会館（平成13年４月解散）にて
「大学開放研究セミナー」を開催した。その趣旨は、周辺的・一時的な仕事と見られがちな「大学開放」
の研究、情報交換、今後のあるべき方向の検討である。初日午前には、まず天城勲（高等教育研究所理事
長）から大学開放の意義と問題提起がなされた後、３センターの現状が報告され、午後は「プログラムの
決定・実施」「大学開放講座の組織作り」「教職員の協力・支持・経費問題」「地域社会との関連」につい
て討論された。翌２日目は午前に引き続き「問題点の整理と対策」「その他関連する諸問題について」が
討論された（12時30分終了）。同セミナーには天城および３センターの田原音和（東北大学）・古野・安原
の他、天野郁夫（東京大学）、石川武男（岩手大学）、市川正巳（筑波大学）、馬越徹（広島大学）、工藤智
規（文部省大学課課長補佐）、黒羽亮一（日本経済新聞論説委員）、笹田剛史（大阪大学）、末石冨太郎（大
阪大学）、青木道子（事務局）の計13名が参加した。
　なお、上記２つの会合については、前者が『研究ノート：大学と社会』14号（東北大学教育学部附属大
学教育開放センター）、後者が『IDE』218号で、それぞれ特集が組まれている。
　担当部局が設置されたことによってそのあり方が議論される中、各種政策文書の中にもセンターが登場
するようになる。例えば、中央教育審議会答申「生涯教育について」（昭和56年）には「一部の国立大学
では公開講座等の事業を推進するため、「大学教育開放センター」を設置するなどの試みも行われている」
として、（センター設置大学に限らないが）「今後、さらに地域住民の学習要求を把握しつつ、意欲的に公
開講座の拡充を図り、大学の開放性を高めることが期待される」と述べられている。同様に、都道府県教
育長協議会の昭和57年度研究報告No.３『県域レベルにおける生涯学習機会の整備について』では、「国に
おいては、昭和48年に「大学教育開放センター」を東北大学に開設して以来、51年には金沢大学、53年に
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は香川大学にも開設し、大学教育を地域社会に開放していくにあたって、その具体的方策の実践と問題点
についての研究を進めている」（都道府県教育長協議会第二部会1983、p.15）と述べられている。ただし
公開講座の実施については大学と自治体、大学相互の連携が弱く、情報交換も不十分であること、あるい
は大学所在地を中心とした都市部からの参加者が多く、学習機会が地域的に偏在しているとして、公開講
座の自治体との共同開設や移動大学講座の実施等を大学に期待するとともに、都道府県教育委員会の役割
として大学が実施する生涯教育事業への連携・協力を挙げている（都道府県教育長協議会第二部会1983、
pp.15-18）。
　センターの更なる設置を促す声も見られるようになった。例えばNIRA生涯教育研究委員会『日本の生
涯教育―その可能性を求めて―』は、「学校教育と社会教育との接点に位置する公開講座は、学校教育の
領域におけるもっとも成功した、また発展途上にある成人学習の機会になっている」（NIRA生涯教育研
究委員会1980、p.88）と評価した上で、「現在３大学におかれている大学開放センターを、少くとも全都
道府県一校の国立大学に付設することが必要である」（同上、p.233）と踏み込んだ提言をしている（ちな
みに、当該箇所の執筆者は天城勲と天野郁夫である）。
　文部省では昭和51年度に公開講座について社会教育局から大学局へと予算の付け替えが起こったことは
既述のとおりであるが、昭和57年には大学局大学課長斎藤諦淳編による『開かれた大学へ―大学の開放及
び大学教育改革の進展―』が出版されるなど、大学局が大学開放に向けて力を傾注していたことが伺え
る。
　以上、日本国内の動きを述べてきたが、このような動向はわが国だけのものではなかった。馬越徹によ
れば、1970年代の前半において「University QuarterlyやPaedagogica Europeというヨーロッパを代表す
る高等教育専門誌が頻繁に高等教育の地域化（the regionalization of higher education）の問題を取り上
げている」（馬越1981、p.54）という。大学の大衆化は大学の地域化現象でもあり、こうした現象はユニ
バーサルでコスモポリタンな旧来の伝統的大学観に変革を促すこととなった。
　そのような状況の中、昭和55年２月４～６日にOECD/CERIの国際会議 “International Conference on 
Higher Education and the Community: New Partnerships and Interactions” が開催された。高等教育の
新しいあり方を地域社会との関連において再検討するこの会議には、23カ国の代表および専門家、BIAC
（経済産業諮問委員会）、TUAC（労働者組合諮問委員会）、その他オブザーバー、計163人が参加した。参
加した広島大学の馬越徹によると、「大学を地域に閉じ込めてはならない」と同時に「学問の名において
地域を離脱することも許されない」ということが会議の一応の結論になったというが、大学のもつ地域性
と国際性（普遍性）さらには国家的責任、これら三様の機能の微妙なバランスをとることが課題とされた
（同上、p.56）。
　このことは、大学教育開放センターという主に地域住民と直に接する部局では、様々な局面で悩ましい
問題として持ち上がることになるのである。

Ⅳ－２．センター教官の問題意識

　ここからは、センター教官の声を検討することにしよう。表４は昭和49～58年に３センターの専任教官
が大学開放あるいは自らの所属する大学教育開放センターについて書いた雑誌記事一覧である（なお、セ
ンター教官の経歴については末尾の付表を参照のこと）。
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表４．３センター教官による雑誌記事一覧：昭和49～58年（1974～1983年）
大学 氏名 タイトル 掲載誌（特集） 年

東北大学（塚本哲人）成人教育と大学 『文部時報』1173号 1975
田原音和 『大学教育開放センターの基本的性

格』（案）について
『研究ノート：大学と社会』１号（報
告と討論―日本の大学教育開放をめ
ぐって―）

1974

大学教育開放センターの現状と問
題点―東北大学の場合―

『IDE』218号（大学の開放） 1981

放送利用の大学公開講座―「放送に
よる東北大学開放講座」の事例―

『厚生補導』181号（放送大学） 1981

大学教育の開放　 『文部時報』1263号（大学の多様化、
弾力化）

1982

萩原敏朗 東北大学大学教育開放センターの
現状

『研究ノート：大学と社会』14号（大
学の社会的機能について―日本の大
学教育開放をめぐって―）

1981

地域社会と大学教育開放―東北大
学「大学教育開放センター」の場
合―

『社会教育』37巻９号（学校開放） 1982

金沢大学 古野有隣 大学の社会教育活動―金沢大学「大
学教育開放センター」の場合―

『社会教育』31巻６号（学校と社会
教育）

1976

これからの成人教育 『社会教育』31巻11号（成人と学習） 1976
大学の開放―金沢大学大学教育開
放センターを訪ねて―

『文部時報』1195号（生涯教育と社
会教育）

1976

金沢大学における公開講座 『IDE』191号（生涯教育と大学） 1978
金沢大学の開放活動―推移と展望―『厚生補導』150号（大学開放） 1978
金沢大学の大学開放活動―地域社
会との接点として―

『教育委員会月報』31巻４号（学校
開放の推進）

1979

金沢大学開放センターの５年―長
期講座とその受講者を例として―

『IDE』218号（大学の開放） 1981

大学と地域とのあいだ―大学開放
を中心として―

『教育社会学研究』第36集（学校と
社会―その「間」へのアプローチ）

1981

金沢大学大学教育開放センターの
歩みと展望

『研究ノート：大学と社会』14号（大
学の社会的機能について―日本の大
学教育開放をめぐって―）

1981

香川大学 安原　昇 大学教育開放センターの現状・課
題・展望―香川大学の場合―

『IDE』218号（大学の開放） 1981

香川大学大学教育開放センターの
現状と課題

『教育調査』123号（地方の時代と生
涯教育）

1981

香川大学大学教育開放センターの
現状

『研究ノート：大学と社会』14号（大
学の社会的機能について―日本の大
学教育開放をめぐって―）

1981

大学と地域―大学開放講座の問題
を中心にして―

『日本の社会教育』27号（行政改革
と社会教育；社会教育「改革」の諸
課題）

1983

注１）2017年２月までの調査により判明したもの。
注２）�塚本は長らく併任教授を務めたが、専任教官だったことはない。また昭和55年４月～昭和57年３月の教育学部長時代にセン

ター長を併任している（東北大学教育学部50年史編集委員会1999、p.79）。
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　このうち、昭和50年に書かれた東北大学・塚本の「成人教育と大学」には、その後、金沢大学の古野や、
香川大学の安原ら、他のセンター教官共通の問題意識となるものが、端的に指摘されている。塚本は「世
界の大勢および我が国の現実からみて、成人教育への大学の積極的関与、いいかえれば拡張という大学の
第三の機能の発展をはかることが我が国教育の今日的課題のひとつであることについては、ことあらため
てくりかえす必要はあるまい。とすれば、当面の問題の核心は、いかにして積極的関与を可能にする条件
を整えたらよいのか、あるいは、どのようにすれば拡張という機能を発展させることができるのか、にあ
るといわなければならない。」と述べ、「積極的関与を可能にする条件」を以下のように２点に分けて説明
している。

　　　大学が行う成人教育事業、すなわち大学拡張事業が根づくためには、第一に、この事業が経営的お
0 0 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0

よび管理的分野において、組織的にも財政的にも安定したものとして位置づけられなければならな
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

い。
00

しかもこうした財政および組織体制の確立と同時に、第二に、大学拡張事業にかかわる諸学問領
0 0 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

域、たとえば大学拡張の基礎理論・計画論・方法論あるいは形態論・評価論などの我が国においては
00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 00 0 0 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

未開拓の諸分野を科学的に究明し、その理論的成果が用意されていなければならない。
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 00

この両者がと
もに現実のものとして整えられたとき、大学拡張事業は、はじめて、大学の中心部分にしっかりと固
定されることになるといえよう（塚本1975、p.33；傍点は山本による）。

　センター研究協議会の議事（３）「大学教育開放センターの整備と今後の在り方について」の「整備」
は塚本の言う第一の財政的・組織的問題に、「今後の在り方」は第二の理論的問題に読み替えられるので
はないだろうか。以下、財政的・組織的問題（整備）と、理論的問題（今後の在り方）に分けて、他のセ
ンター教官の意見を詳しく見ていこう。

Ⅳ－２－１．財政的・組織的問題
　財政的・組織的問題は、さらに細かく分けると、おおむね（１）財政（人的配置、施設整備を含む）・
法整備、（２）全学の教官との関係・役割分担、の２点に集約できよう。
（１）財政（人的配置、施設整備を含む）・法整備
　ここで、東北、金沢、香川の３大学のセンターの組織体制を確認しておこう（表５）。
　まずは人的配置である。東北大学は発足時の教官が助教授１名と助手１名10）、金沢大学は教授１名、香
川大学は助教授１名と、いずれのセンターも少ないスタッフであり、「１年のうちにこれらの講座を消化
することは、少ないスタッフでなかなか容易なことではない」（田原1981a、p.35）、「専任教官、事務官と
も１名のみというスタッフにとっては、目のまわるような日々の連続であった」（古野1978、p.61）とい
う声が上がっている。
　施設面は、前述のとおり、香川大学こそ設置翌年度にセンター専用施設が新設されたものの、東北大学
は教育学部の間借り、金沢大学は旧陸軍第六旅団司令部庁舎（約80㎡の講義室が１室のみ）を活用してい
るという状況で「人的条件のみならず物的条件も・・・整備・充実が急がれる」（古野1978、p.61）とい
う有様であった。
　事業経費についても、萩原によれば「欧米の大学の場合、この種の事業にあてられる経費は、大学の年
間総予算の１パーセント前後がふつうである」とのことで、この比率を東北大学にあてはめれば、年間数
億の予算が必要となるが「実情は数百万にすぎない」（萩原1981、p.33）という状況である。
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表５．３センターの組織体制（昭和56年頃）
東北大学 金沢大学 香川大学

設置年 昭和48年４月 昭和51年５月 昭和53年４月
設置形態 教育学部附属 学内共同教育研究施設 学内共同教育研究施設
運営組織 センター会議（教育学部） 管理委員会 管理委員会

センター運営委員会（全学） 運営委員会 運営委員会
スタッフ センター長（教育学部長が兼

ねる）
センター長（併任） センター長（併任、学部教授、

教育・経・農３学部交代）
教授１名（S50～） 教授１名 助教授１名
助教授１名 助手１名（S54～） 事務職員１名（併任、センター

長の部局から）
助手１名 事務職員１名 事務補佐員１名
事務職員１名（S50～） 　 　

設備 教育学部内（専用施設なし） 旧陸軍第六旅団司令部庁舎
（約80㎡の講義室1室）

新築専用施設（400㎡、講義室
2つ、センター長室、事務室、
ロビー、教官研究室、演習室、
資料室、印刷室等）

予算S56 3,212千円 5,398千円 3,455千円
注）	 予算については、安原（1983、p.197）の表９（注）１「国立大学における公開講座予算の内訳」から。実際にはこの額に経常

経費が加わる。

　既設３センターの整備・充実だけが問題とされていただけではない。「「大学教育開放センター」は昭和
48年に東北大学、51年に金沢大学、そして53年香川大学に設置をみたのみで孤立したまま今日に至ってい

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

る
0

。・・・開放センターの後続を阻んでいるのは臨調下の財政的理由によるのか、大学の主体形成に問題
があるのか、あるいは地域の期待観にズレがあるのか」（安原1983、p.190；傍点は山本による）11）と問い、
既設の大学教育開放センターが大学と社会の新しい関係を切り開く先導的役割を果たし得ているのかどう
かと問題を提示している。
　また、法の不備を指摘する声―「予算や定員の不足もさることながら、「大学の大衆化」と表裏をなし
て確実に進行している知識社会に向けての変動期に、大学教育開放の可能な形態を、法制的にも

0 0 0 0 0

実態の上
でも、あらゆる角度から早急に検討すべきである」（田原1981a、p.36；傍点は山本による）―も見られる。
そもそも大学の公開講座に関しては、昭和22年制定の学校教育法69条に「大学においては、公開講座の施
設を設けることができる。公開講座に必要な事項は監督庁がこれを定める」と規定されるとともに、昭和
24年制定の社会教育法48条において、学校の管理機関は学校に対し「社会教育のための講座の開設を求め
ることができる」こと、同条２項では文化講座、専門講座、夏期講座を「大学又は高等学校において開
設する」ことを定めるという２つの法律が存在している。前者の学校教育法については、現在に至るまで
「必要な事項」が定められていない一方、文部省社会教育局は社会教育法に基づく「大学開放講座」（文化
講座、専門講座、夏期講座の総称）を自らの予算によって各大学で実施し続けた（三井1965、山本2015、
山本2016、等）。
　学校教育法の問題については、文部省大学局大学課の課長補佐工藤智規が「私見ではあるが」と断った
うえで、次のように述べている。

　　　学校教育法令上、公開講座に関し必要な事項は別に定めることとされているが、別の定めは今後の
検討課題として残されている。しかし、現に大学公開講座の実施数は増加傾向にあり、格別の定めが
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なければ振興されないものではなく、また、一律的な規定で、地域の人々の多様な学習ニーズへの柔
軟な対応を損うことがあってはならないこと等を考えると、私見ではあるが、この事の検討は、関係
者の意向も聴きながら、十分慎重に対処されるべきことと思われる（工藤1981、p.９）。

　工藤の言うことは理解できないこともない。一方、多様性の名のもとに、雑然かつ混沌とした「（ほぼ）
なんでもあり」な状況下にあることもまた否めない12）。法整備の問題は当時のみならず、現在に続く課題
として残されている。
（２）全学教官との関係・役割分担
　極少数のスタッフからなるセンターであるため、「全学の同僚の雅量と友情がセンターの今日を支えて
きた」（田原1981a、p.35）、「学内の協力体制こそが神様で、それなしには成り立たない」（古野1981c、p.23）
と、全学の教官との関係の重要性を述べている。
　全学教官との組織的な関係の持ち方については、教育学部附属のセンターである東北大学と、特定の学
部に属さない学内共同教育研究施設として設置された金沢大学、香川大学の場合で、少々異なる。東北大
学はセンターの運営組織が「センター会議」と「センター運営委員会」から成り立っている。実質的な審
議・決定機関である「センター会議」はセンター長（教育学部長が兼ねる）とセンター専任教官、併任教
官（教育学部の各専攻から１名ずつ）および教育学部事務長、各掛長からなる組織であり、あくまでも教
育学部内の組織である（同会議については教育学部教授会に報告し承認を受ける必要あり）。一方、「セン
ター運営委員会」はセンター会議メンバーと教養部、全学部からの代表各１名で構成されており、年間事
業計画等について全学的な意見を聴取する機関となっている。東北大学の場合、「学部の付属施設である
ことによって教官から事務職員にいたるまで学部挙げての支援体制が組まれやすかった」が、「一学部の
付属施設であるために、大学全体の教育的開放を事業として進める上で不安がないではなかった」（田原
1981a、p.30）という。
　一方、金沢大学、香川大学であるが、その運営体制はほぼ同様である。実質的な審議・決定機関である
運営委員会に各学部から選出された委員が就いているとともに、意思決定の最終機関である管理委員会
は、センター長のほか、各学部長、図書館長、事務局長などを以て構成されている（香川大学は学長も含
まれる）。ただし、運営委員会については、金沢大学が「相談役というような程度でして、中身にまでか
かわっていただくということができないのが実情で・・・大体はセンター内で立案したものをご承認いた
だくというのが実際の姿」（古野1981c、p.20）であるのに対し、香川大学は「企画実施についての実施機
関的性格も強くもっています」（安原1981b、p.25）と、少々異なっていたようである。
　このように全学の教官とつながりつつ事業を行う人材として、田原は研究と教育に識見と抱負をもった
人材であることに加えて、「並の大学人とやや異なった能力・人材」、すなわち「企画力や組織力といった
能力をあわせもった人材がぜひ必要である」（田原1981a、p.36）と述べている。
　ただし、この点について、安原は少し違った考えを持っていたようである。「センター職員は意識的に
禁欲的でなければならない」として、次のような考えを披露している。

　　　今日の大学の主体が、各学部にあるとすれば、大学開放講座の発想と実施責任もまた学部中心でな
ければならない。全学的な開放センターが設置されたからといって、企画の主体が安易にセンターに
移行され、各学部の教官がセンターからの個別的な講師依頼人に堕することは避けなければならな
い。運営委員を中心に学部教授会と各研究室が主体となって、まず積極的な提言がなされ、センター
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はそれらに関する学部間の調整や補完的な役割を果たすべきであろう。・・・もし、開放センターの
職員が事業計画にあたって主体的に果たすべきことがあるとすれば、まず全学の職員に開放の意義に
ついて理解と同意を求めることであり、どれだけ市民－受講者の立場や意見を代弁しうるかというこ
とであろう（安原1981a、p.47）。

　さらに、センターの人材については、次のようなことも述べている。

　　　開放センターをもつ３大学に共通しておりますのは、いわばこの講座をオーガナイズする専任教官
ないし企画に際しての基本研究と申しますか、成人教育研究に従事する、そういう関係の専任教官は
おりますけれども、教育内容を専任する教官は、わが国の場合、配置されていないわけです。

　　　欧米には教育内容に専任する教官をもつ組織があるようですが、わが国の開放センターがどういう
形をとるのか、つまりセンターにおける教官の組織をどうするのかという問題は、そこにおける教育
内容の質を左右する問題になってくるのではないかと思います（安原1981b、p.26）。

　いずれにせよ、現実にセンタースタッフが少数である以上、まずは「大学の
0 0 0

開放センターである以上、
センターがまず大学の中で市民権を得なければならない」（田原1981a、p.30；傍点は原文）という問題が
あるわけだが、「大学開放の理念は、大学内においても未だ形成されつつあるものであるから、その合意
形成には多くの困難がともなう。・・・できるだけ多くの教官が主体的に参画することが望まれるのであ
るが、年次を追って偏りや固定化の傾向も一部にみうけられる」（安原1983、p.193）というのが実態であっ
た。

Ⅳ－２－２．理論的問題
　上記のような財政的・組織的問題はもちろんであるが、それ以上に直面していた大きな課題は、大学開
放とは具体的にどうあるべきか

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

、という点である。そもそも、「国大協の検討でも、教育社会学者たちに
よる大学の機能に関する専門的研究でも、大学人の絶対的多数は大学教育開放についていわば総論的には
賛成であった。・・・しかし、具体的にはどういう需要に対してどのような教科課目を、どのような形態
で開放すべきかという、いわば各論的な問いかけに対しては、ほとんど答えられていない」（田原1981a、
p.30）のである。要するに、「総論賛成、各論はこれから検討」という状態で誕生したのが大学教育開放
センターだったのである13）。
（１）市民、地域社会の要望にどうこたえるか
　古野は人びとが大学教育開放センターの公開講座に来る動機についてたびたび言及しているが、「それ
が大学の事業であるからという参加の姿勢が強かった」（古野1976a、p.17）、「“大学が主催するものだっ
たこと” をあげる人がもっとも多くなっている」（古野1981a、p.41）と、大学の講座であることが魅力と
なり人びとを惹きつけていると述べている。それは、金沢大学のセンターによる「大学の講座ならではと
いう科目をある領域に偏しない形で開設する」（同上、p.39）という努力の成果だったのだろう。
　しかし、その実情はどうか。これらの事業に集まってくる受講生は「端的にいって、あるいは概括的に
いって、暇がある層、具体的には主婦あるいは高齢者が大部分ないしはかなり多くの部分を占めている」
こと、そして、「大学の学生を対象にした教育活動のレベルとはかなりの開きがある」「砂糖をまぶして、
レベルを落として、というようなことでやっているのが実情です」（古野1981c、pp.22-23）と述べている。
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また、内容面についても「教養志向的な性格が強く、地域課題との取組が弱い傾向が見られる」「現実の
社会とそこでの生活が直面している生々しい課題に取り組むという姿勢においても必ずしも十全なものと
はいいきれない面があるようである」（古野1981b、p.36）と問題を挙げている。誰に対して、どのような
内容を開放するのかを考えたとき、大学教育開放としてそれで本当によいのかという疑問を持たざるを得
ない状況であった。
　これは決して金沢大学だけの問題ではない。人びとが求めるものと大学が提供できるものとの齟齬ある
いは相互不理解は、根本的な課題であった。東北大学の田原も、両者の関係について、「需要者の側でも
また、一般教養を求めるという啓蒙的な役割を漠然と大学側に期待するという傾向が強かったのである。
したがって、具体的な事業の開始当初には、まず社会的需要を掘り起こす作業から始めなければならな
かった」（田原1981a、p.30）と述べ、また萩原は「大学教育開放という活動は、地域社会の要望に単純に
迎合してよいものでもない」として「地域社会の人びとがなにをのぞんでいるか、大学がそれに素直に応
えてよいのかどうか、なにを、どのようなかたちで開放していくか」「考えていくと、きりがないほど未
開拓の分野なのである」（萩原1981、p.33）と、思いを吐露している。
（２）大学教育開放センターのあり方
　ところで、古野は現状の「大学教育開放センターの姿」と将来的な「大学開放の方向性」について、次
のように語っている。

　　　基本的には、それ（山本注：大学教育開放センターの各種講座）は市民への開放用のメニューを提
供しているのであって、大学教育（と研究の成果・機能）を開放しているものではない、ということ
である。開放用のメニューを提供することも決して無意味なものではない。とくに、それすら今の日
本の大学ではきわめて不十分であることを見れば、それはそれでより一層充実すべきものではあるに
しても、それのみが大学開放の内容ではないこと、又、それは必ずしも大学開放の基本形態ではない
ことをふまえておく必要を感じるのである（古野1976b、p.71；同様の記述は古野1978、古野1981bに
もあり）。

　古野が何を「大学開放の基本形態」と考えていたかはさておき、古野は「大学と地域とのあいだ」にお
いて、大学開放の類型（ただし研究機能を除く）として、①施設設備の開放と②学習機会の開放の大きく
２つがあること、そして後者にはA.正規の課程への入学（ア．大学院修士課程への積極的受入れ、イ．学
部への積極的受入れ、ウ．大学通信教育、エ．夜間学部・学科、オ．第３年次編入定員の設定、カ．聴講
生等）、B.公開講座、があることを述べている（古野1983）。これらは大学全体として取り組むべきことで
あり、一センターでできることはその一部にすぎない。では、現状の「開放用のメニューの提供」を超え
てセンターが真の大学開放のために取り組むべき事業とは何であろうか。
　この点に関連して、安原によるセンターの３機能に関する論考が興味深い。安原は、大学教育開放セン
ターの機能を、①成人教育センター的機能、②指導者養成センター的機能、③大学改革センター的機能の
３つであると述べている（安原1981b、p.26）。
　①は言うまでもなく市民に対する講座等の提供であり、３大学とも課題は多いながら実施している。②
は３大学がともに実施している社会教育主事講習であり、東北大学が実施している教育指導者講座、情報
科学講座（昭和48～51年度の４ヵ年のみ）を指す。受講対象を特定の職業人に絞って、単位授与・資格付
与を行う再教育の機能である。戦後、昭和24年に教育職員免許法が成立すると、社会教育局が社会教育法
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成立以前の昭和21～22年度より行ってきた文化講座、専門講座、夏期講座のいわゆる「大学開放講座」と
は別に、大学学術局教職員養成課では教員の現職教育のための公開講座に強い関心を寄せるようになっ
た。一般市民を対象とするだけでなく、特定職業人向けの公開講座も大学開放の一つの形式であり、田原
も今後「欧米のような職業上の優遇策と対応してカリキュラムを整備することは将来の問題として大いに
考慮の余地があるように思われる」（田原1982、p.44）と指摘している14）。
　そして③の大学改革センター的機能である。大学教育の開放という機能は大学にこれまではなかった新
風を吹き込むことになるが、これはまた大学の変貌を促すことでもある。安原は「教授法の改善などの学
内へのはねかえり」（安原1981b、p.26）があると言うが、田原もまた、「高度の専門家がいわば素人に学
問を説く困難さ、具体的な地域的課題が学問に与えるインパクト、高度に分化した学問をひとつの課題に
むけて収斂させることのむつかしさ等等、これらの教訓は開放によって大学側が得た貴重な経験である」
（田原1981a、p.36）と述べている。大学教育開放センターの事業がきっかけとなり、単なる教授法の改善
だけでなく、学問そのものの変革をも含む、大学改革へ向かうのだという強い意気込みを感じる。
　もっとも、「現在、本学の開放センターが果たしておりますのは、この第１の成人教育および指導者養
成という２側面の役割にすぎません」（安原1981b、p.26）という状況であり、また田原も「いまのところ、
大学教育の一端を公開講座の形式で開設するだけのことであり・・・第一次大学開放のときの大学拡張を
一歩もでるものではない。その意味では時代錯誤的であり、大学に対する社会の教育要求の圧力をかわす
口実にすぎない、と受け取られかねない」（田原1982、p.40）15）と述べている。大学改革は遥か彼方にある
というのが実感だっただろう。

Ⅳ－２－３．研究と実践の関係
　ここまで塚本に従って、大学教育開放センターをめぐる組織的・財政的問題と、理論的問題について検
討してきたが、もう一点、センター教官共通の問題意識として、研究と実践の関係について述べておきた
い。
　「研究第一主義」は東北大学における帝大設立時からの伝統であるが、そのような大学に作られたセン
ターである以上、東北大学の大学教育開放センターは開放事業とその研究とを相即的に進めるという基本
理念を掲げていた。田原はそのことについて、次のように述べている。

　　　東北大学の場合、大学教育の社会的開放のための事業の開設と実施は、そのこと自体が研究課題で
あり、研究しつつ実践を深めていくという課題を当初から担っていたのである（田原1981a、p.30）。

　田原は別の記事で「大学教育の拡張が大学にとって研究・教育に次ぐ「第三の機能」であるかどうか
は、理念の討究よりも実践にかかっているというべきである」（田原1982、p.44）とも言っており、開放
事業の実践を相当重視していたことがわかる。もっとも、萩原が「研究も重要な柱としているとさきほど
述べましたが、実情は事業に追いまくられて、なかなか思うようにはかどってはおりません」（萩原1981、
p.28）と述べているとおり、実践に熱心になればなるほど研究が疎かになることは避けがたく、そのバラ
ンスは難しかったようである。
　安原も厳しい口調で次のように述べている。
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　　　社会教育の分野では、海外における大学開放の歴史的研究や事例紹介は多いが、自らの大学でそれ
を試みようとするものは少数にとどまる。大学開放の研究が即実践を意味しないことはいうまでもな
いが、こと大学人の大学開放論に関しては、単なる研究対象に止めおくことを許さないであろう。実

0

践的に開放されない大学開放研究は、すでにその存在理由を失っている
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

というべきである。わが国に
おいて大学開放が進展しないのは、学外における無関心とともに、大学関係者による傍観者的大学開

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

放論があまりに多すぎるからではないか
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

と思われる（安原1981a、pp.47-48；傍点は山本による）。

　これらの発言からは、全国に先駆けて設置された大学教育開放センターの専任教官として「開かれた大
学」を先導的に実践する自負が読み取れる一方、研究との兼ね合いの悩みも感じられる。

Ⅳ－３．放送大学との関係

　初期の動向としてもう一つ指摘しておかなければならないのは、放送大学との関係である。センター研
究協議会立ち上げのきっかけになったと思われる昭和53年10月の大学教育開放センター特別講演会（塚
本）の講演要旨に「放送大学との関係等がある」とあり、また、同年12月のセンター長会議後に赴いた文
部省大学局大学課では、今後のセンターについて「放送大学との係わりで考えていきたい」との回答を得
ていることは、既に述べたとおりである。
　そもそも政府内で放送大学の検討が始まったのは昭和44年10月である。昭和46年度以降、文部省は実験
番組の制作・放送およびその効果に関する調査研究を日本放送協会及び日本短波放送に委託してきたが、
昭和51年度には東北大学と広島大学に実験放送を利用しての大学公開講座の実施、および学習指導に関す
る調査研究を委嘱した。こうして東北大学の大学教育開放センターで「放送による東北大学開放講座」が
はじまった。田原によると「もともと本センター開設の当初から、東北大学に放送所を設けて放送教育を
行おうという構想があった」（田原1981b、pp.30-31）という。放送所の設置は放送法上無理であったのだ
が、放送大学の実験番組という形で構想を活かすこととなったわけである。昭和53年には放送教育開発セ
ンターが発足し、放送大学の実験番組は同センターからの委嘱で行うことになった。昭和53年度には金沢
大学（大学教育開放センター）でも放送利用の大学公開講座が開設され、その後、55年度には大阪大学、
熊本大学、58年度北海道大学、59年度新潟大学、等々と実施大学が拡大している。
　東北大学のセンターで刊行していた『研究ノート：大学と社会』は、特に当初は各国の大学開放の動向
を紹介していたが、そのうち４号「報告と討論―The Open Universityをめぐって―」（1975年）、11号「放
送による大学講座の課題」（1978年）、12号「オープン・ユニバーシティの現状と課題」（1979年）は放送
による教育を扱っており、強い関心を持っていたことが分かる16）。
　香川大学の大学教育開放センターも、東北大学、金沢大学からは10年以上遅れるが、平成元年以降、テ
レビ・ラジオを利用しての四国地区国立大学放送公開講座を四国内の他の国立大学との持ち回りにより実
施した（四国地区としての実施開始は昭和61年度の高知大学から；放送教育開発センター1988、p.175）。
　センター研究協議会設立初期には放送大学との関係のあり方が真剣に検討されていたことは間違いな
い。

全国国立大学生涯学習系センター研究協議会設立初期の動向について

－99－



Ⅴ．おわりに

　本稿は限られた資料から、センター研究協議会の初期の動向について検討してきた。まだ発掘できてい
ない資料もあると想定される中、不十分な記述であった点は否めない。本稿をたたき台として、2018年の
センター研究協議会の40周年までに少しでも不足分を補っていきたいと考えている。
　本稿を書き終えようとする今、大学教育開放センター設立時のセンター教官たちの「自分たちこそが新
しい大学を作るんだ」という強い意気込みに圧倒される思いである。とりわけ古野の記事にはしばしば、
研究と教育につぐ第三の機能を正規に大学内部に位置づけた大学教育開放センターの発足は「日本の大学
史上画期的なこと」（古野1976b、p.68）であり、「帝国大学令の公布以後90有余年を経て、わが国の大学
に新たな一石が投ぜられた」（古野1981b、p.23）という趣旨の記述があらわれる。そして「日本の大学に
おけるパイオニアの一つであるという誇り」（古野1978、p.61）が彼らの仕事に対するモチベーションと
なっていたことがよく伝わってくる。
　当時のセンター教官が現在のセンターを見たらどう思うだろうか。また、現在の大学開放についてどの
ように感じるだろうか。
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［注］
１）	 この特別講演会より前に、東北大学と金沢大学の相互交流が行われていたことは指摘しておかなければならない。金沢大学で

は設立された昭和51年度から昭和56年度まで、大学開放のあり方をテーマに、年１～３回、他大学等から講師を招いて「運営

委員会研究会」を開催していた。初年度の第３回研究会（昭和52年３月15日）は、「東北大学開放センターの実情と構想」と

して東北大学の塚本哲人を招いている。『金沢大学大学教育開放センター紀要』創刊号（1980年）の「金沢大学大学教育開放

センターの事業概要（昭和51年度～53年度）」を参照。

２）	「東北大学なみの１講座ぐらい」とあるが、東北大学はセンター専任教官として、教授、助教授、助手の３名がいた。昭和53

年度からは大学院の定員（教育学研究科博士課程前期２名、後期１名）もついている（東北大学教育学部附属大学教育開放セ

ンター1984、p.４）。昭和53年当時、金沢大学のセンター専任教官は教授１名（翌年、助手１名増）、香川大学は助教授１名で

あり、その差は明らかである。

３）	 文部省大学局（昭和49年６月以前は大学学術局、昭和59年７月以降は高等教育局）と社会教育局（昭和63年以降生涯学習局）

との対応の差については、金沢大学での座談会記録に生々しい証言があり興味深い。例えば、「文部省というところは冷たい

ところで、社会教育局へ行けば喜んで激励してくれるけれども、さて大学関係の局課へ行くと、「なに、社会教育？大学がな

んでそんなことをやらなきゃならんのか」と、いらんおせっかいをしないで勉強しとれと言わんばかりのご託宣でした。本当

に社会教育局と大学学術局か何か知らないけれども、雲泥の差でした。」（p.４）、「文部省に生涯学習局というのができました。

そこでは全国の国立大学にもっと大学教育開放センターをつくろうという行政準備をしております。しかし、高等教育局（昔

の大学学術局）が長年の体質からしまして、なかなか首を振らない。」（p.12）、「国立大学が一般の人たちに対して教育活動を

するのは大学として当然だと思うのに、思っている我々は常に少数派でたとえば文部省の大学学術局なんかは鼻で笑っている

ようだ」（p.15）、等々。
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４）	 ただし、昭和46年度（社会教育局調）と昭和51年度、56年度（大学局調）の調査方法は異なっている。昭和46年度のデータは、

国立大学については委嘱講座の数しかカウントされていない。

５）	 ６月の会議は第１回「大学教育開放センター研究協議会」として開催されたが、予算折衝のため東京で開かれるという12月の

会議が開催されたのかどうかは不明である。少なくとも第２回のセンター研究協議会は次章で述べるように金沢大学で行われ

たようであるから、12月の会議は行われたとすれば「センター長会議」として開催された可能性はある。しかし、その記録は

残されていないため、詳細は不明である。

６）	「さぬき荘」は国家公務員共済組合連合会の高松宿泊所であるが、2017年現在閉館している。なお、第６回の時の懇親会費は

7,000円で、料理5,000円／人に加え、酒・ビール・ウイスキー・焼酎等が注文された記録が残っている。

７）	 議事は全部で４件挙げられているが、打合せメモ（資料10）には「会議内容　58年度事業実施状況、59年度事業計画→意見交

換」という記述が見られ、議事の（１）（２）がメインの議題として想定されていたことが伺える。（３）の「大学教育開放セ

ンターの整備と今後の在り方について」は、昭和53年12月のセンター長会議の流れから、文部省大学課への要望等（予算折衝

等）を想定してのものだろうか。具体的に何が話し合われたかは不明である。本文Ⅳ章参照のこと。

８）	 資料10の第６回会議の打合せメモには、２日目（第６回会議は金曜日開催のため後泊した翌日は土曜日）について「会議日程�

第２日なし（観光案内はしない）」という記載が見られる。懇親会終了後に後泊する出席者がほとんどであるなら、見学（と

いう名の観光）は２日目に回して、それ込みで２日開催とすることにしたのではなかろうか。

９）	 例えば、自由民主党文教制度調査会編『国民のための大学』に掲載されている「大学問題に関する中間報告」では、これから

の大学のあり方として、①目的に応じた大学、②広域社会における大学の役割、③大学の開放、の３点を挙げているが、③の

中で公開講座に対する高い期待を述べている。「ここで大学は、知的公共機関としての役割りを果す時代を迎える。すでにそ

の萌芽が大学における公開講座にみられる。公開講座の編成はまた、大学側にとって各学部の協力による全学的姿勢を必要と

し、これが従来の学部の閉鎖性を開放する効果も見落としてはならない」（自由民主党1969、p.28）。あるいは、教育制度委員

会による『日本の教育改革を求めて』は、大学改革の原則として①平等化と個性化、②地域化と総合化、と並んで、③大学の

開放を挙げ、③について、戦後の法制が、戦前に制度外的存在でしかなかった夜間課程、通信教育課程を明文化するとともに

公開講座に関する大綱的な条項を設けたことは重要な改革であったと評価する一方、改革自体が不徹底であること、なお多く

の検討の余地を残していることを指摘している（教育制度委員会1974、pp.272-273、291）。教育制度検討委員会は、昭和45年

12月、日教組中央執行委員会の委嘱をうけて発足したもので、同書は３年半かけて行った検討の最終報告である（同書の前に

３つの中間報告『日本の教育はどうあるべきか』『日本の教育をどう改めるべきか』『続・日本の教育をどう改めるべきか』も

出されている。なお、昭和52年には日教組の委嘱により大学問題検討委員会も発足し、昭和54年には『日本の大学―その現状

と改革への提言―』が公表されている）。例としてここで紹介した２つの文書は、方向性において真逆のものを含む反面、③

はともに「大学の開放」としている点に注目である。なお、当時、各大学、学術会議、国会・文部省・審議会、政党・経済団体、

教育関係諸団体、等々から出された関連文書については、国立大学協会運営協議会『大学改革に関する調査研究報告書』巻末

の参考文献調が詳しい。

10）	 発足当初、助教授１名、助手１名がセンター専任教官として認められたものの、実際に配置についたのは助手１名（萩原）だ

けであった。発足当初より併任助教授だった田原が昭和50年２月にセンター専任助教授となったものの、田原は翌３月から

昭和51年３月まで１年間、文部省在外研究員として主にフランスに滞在していた。この間、昭和50年度から新たに教授１名が

認められたことを受け、田原は帰国直前の昭和51年２月教授に昇進し、センター初代教授となった。その後、助手の萩原が講

師、助教授へと昇進し、新たに助手に佐藤直由が採用され、教官３名体制となったのはようやく昭和54年１月のことである

（東北大学教育学部附属大学教育開放センター1984、田原1993、東北大学教育学部50年史編集委員会1999）。

11）	「大学の主体形成」とは、学内における教育主体の形成である。安原は「大学は基本的機能たる研究と教育のために組織され

た「目的社会」であるから、二次的機能たる「大学開放」のためには再組織されなければならない」（安原1983、p.193）として、
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「教官個人、教室、講座、学科、学部、全学。さらに他大学や学外者を加える場合」（同上）等の教育主体形成が重要であると

述べている。そして、その点に問題があることを指摘している。

12）	 筆者もまた、以前執筆した論文において、学校教育法の不備に関して、「ある時期（昭和40年代）までは文部当局からの奨励

援助の不在を意味していたことは否めないものの、一方で、大学には自由がある、と、プラスに捉えることも可能である。こ

こに大学による自主的主体的な展開を担保することができる（できている）と言えはしないだろうか」（山本2015、p.57）と述

べたことがある。しかし、一方で、公開講座という言葉があまりに多様に使われており、同じ言葉を使っていながらその内実

を見ないと分析不可能であるという状況に、呆然とすることもある。例えば、論者によって教育職員免許法に基づく認定講習

（単位付与の基準が明確であるもの）を公開講座に含めたり含めなかったり、１回２時間の公開講演会と称する方が適切では

ないかと（個人的には）思われる取組をも公開講座に含めたり、という例である。公開講座が「大学の学問の余滴を慈恵的に

エクステンドしようという凡百の啓蒙講座風公開講座」（藤岡1980、p.44）、「二流の教師による二流の講義」（市川1985、p.112）、

等々と批判されるのも、このような状況が一因とも言えよう。

13）	 現在に比べて量的には少なかったとはいえ、戦前から一般市民向けの講座は相当数が実施され総括されている。しかしなが

ら、それらは「やっただけ」であって、継承されなかった。そのあたりに、これらの講座の実情が伺えよう。

14）	 占領下の沖縄では、琉球大学が「公開講座」でも「開放講座」でもなく、「普及講座」という言葉によって独自の大学開放を行っ

ていたことが知られている。琉球大学では昭和25年５月の開学から約半年後の同年11月、大学校外普及部長に安里源秀を任命

し、校外普及部（のち研究普及部に改称）を大学の正規の組織として位置づけたが、そこで行われた普及講座の多くは教員の

再教育・現職教育、看護婦養成を中心とした単位・資格付与のための講座だった（末本1988、pp.158-160）。なお、琉球大学

については、金沢大学のセンター２代目教授となった佐伯信男が次のようなことを述べているのが興味深い。「この間初めて

琉球大学の先生から、琉球大学が国立大学になる前は研究と教育のほかに普及という目的があったんだ。それを文部省が国立

大学にしたときに、国立大学の伝統と画一性に沿わないから削れと言われて、涙をのんで削ったんだと言われて、初めて別の

思想があったんだということを知りました」（佐伯ほか1990、p.15）。

15）	 田原がここで述べている第一次大学開放とは、19世紀後半の英米の大学教育の拡張のことで、婦人や労働者に大学教育の余沢

をおよぼそうとするものであり、古典的大学理念のラディカルな変革の要求には至っていない。それに対し第二次大学開放は

1960年代の大学紛争と各国での大学改革を踏まえたもので、現行大学制度の変革を含んでいる（田原1982、p.40）。

16）	 東北大学のセンターは、1990年代後半に入ると、高度情報化社会、マルチメディア時代への動きを見据えて、インターネット

の活用など大学開放の新しい方向に挑戦するようになり、平成11（1999）年11月、我が国で最初の「ネット開放講座」がスター

トした。大学教育開放センターは平成14年３月31日に廃止されたが、同年４月、新たに設置された大学院教育情報学研究部・

教育情報学教育部は、センターの先端的かつ実践的研究が契機になって作られた組織である。大学教育開放センターはこの新

しい組織に統合され、事業のほとんどが発展的に継承された（東北大学百年史編集委員会2003、pp.421-422）。
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［付表］
　大学教育開放センター研究協議会設立初期の頃のセンター専任教官の一覧である。調査しきれていない
項目があり未完成の状態であるが、本稿のたたき台としての役割を考え、ここに付表として掲載すること
とした。左から２列目の職名欄は、３センターの初期の人的体制が整った昭和56年度のものである。

東北大学 教授 田原音和 1950年５月　文学部助手
1955年４月　教育学部講師（社会教育学講座）
1959年５月　教育学部助教授（教育社会学講座）
1973年６月　大学教育開放センター併任助教授
1975年２月　大学教育開放センターに配置換
1976年２月　教育学部教授（大学教育開放センター）
1984年４月　教育学部長
　　　　　　（～1988年３月、大学教育開放センター長併任）
1986年８月　教育社会学講座に配置換
　　　　　　（以後、定年退官までセンター兼担）
1990年３月　定年退官

助教授 萩原敏朗 1973年５月（６月？）　大学教育開放センター助手
1978年11月　大学教育開放センター講師
1980年11月　大学教育開放センター助教授
1990年４月　大学教育開放センター教授
　　　　　　（～2002年３月、センター廃止）
2002年４月　教育情報学研究部へ配置換
※定年退官は不明

助手 佐藤直由 1979年１月（４月？）　大学教育開放センター助手（～1986年３月）
1986年４月　教育社会学講座に配置換（～1988年３月）
（1988年４月　山形大学教養部助教授に転出）

金沢大学 教授 古野有隣 1972年４月　教育学部助教授
1976年６月　大学教育開放センター教授（～1986年３月）

助手 山本和人 1979年４月　大学教育開放センター助手
（1987年４月　東京家政大学講師に転出）

香川大学 助教授 安原　昇 1978年10月　大学教育開放センター助教授
1983年５月　大学教育開放センター教授
1999年３月　定年退官

注）『文部省職員録』各年度版以外に、以下の文献を参照した。東北大学３教官については、『大学教育開放センター：10年の歩み』
（1984年）の関係者名簿（pp.77-78）、『東北大学教育学部50年の歩み』（1999年）の教育社会学講座の項（pp.76-78）と大学教
育開放センターの項（pp.80-81）、『東北大学百年史　四：部局史一』（2003年）の大学教育開放センターの項（pp.421-423）、
田原音和『科学的知の社会学：デュルケームからブルデューまで』（1993年）の略年譜（p.348）、『山形大学50年誌』（1999年）
の教養部教官の在任状況（p.174）（ただし文献によって在籍年月は微妙に異なることがある）。金沢大学２教官については、『金
沢大学50年史・部局編』（1999年）の大学教育開放センターの項（pp.1194-1199）。香川大学安原昇については『香川大学生涯
学習教育研究センター』第20号掲載の「故安原昇先生」（p.１）。

全国国立大学生涯学習系センター研究協議会設立初期の動向について
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（別紙）
資　料　目　録

（全国国立大学生涯学習系センター研究協議会に関して香川大学が有するもの）
2017．１．26現在　作成：山本

番号 資料名 所在 内容
１ 大 学 教 育 開 放 セ ン

ター特別講演会の開催
について（伺）

昭和53年度　原義書綴�
大学教育開放センター

・起案　昭和53年９月20日
・昭和53年10月23日　塚本哲人東北大学教授�
講演会について

２ 大 学 教 育 開 放 セ ン
ター特別講演会の開催
について（伺）

同上 ・起案　昭和53年９月20日
・昭和53年10月26日　古野有隣金沢大学教授�
講演会について

３ 大 学 教 育 開 放 セ ン
ター特別講演会の開催
について（依頼）

同上 ・起案　昭和53年９月25日
・上記２講演会の周知について、ポスター２種
類

４ 講演の講師派遣につい
て（依頼）

同上 ・起案　昭和53年９月27日
・東北大学教育学部長、金沢大学大学教育開放
センター長宛の依頼文書

・東北大学教育学部長から承諾の返信（10月４
日）

※金沢大学からの返信はなし。
５ 大 学 教 育 開 放 セ ン

ター特別講演会の実施
完了について（報告）

同上 ・起案　昭和53年11月１日
・塚本講演会について、講演題目、講師氏名、
日時、場所、参加者数、講演要旨

６ 大 学 教 育 開 放 セ ン
ター特別講演会の実施
完了について（報告）

同上 ・起案　昭和53年11月１日
・古野講演会について、講演題目、講師氏名、
日時、場所、参加者数、講演要旨

７ 大 学 教 育 開 放 セ ン
ター運営委員会記録
（昭和54年２月13日）

昭和53～55年度　大学教
育開放センター　運営委
員会及び管理委員会綴

・報告事項１．センター長会議について
※センター長会議とは、同資料によれば「本会
議は正式のものではないが、東北大、金沢
大、香川大の３大学のセンター長及び本学か
らは安原教官も出席してひらかれたもの」。

８ 大 学 教 育 開 放 セ ン
ター運営委員会記録
（昭和54年６月11日）

同上 ・追加報告事項．昭和54年度第１回大学教育開
放センター研究協議会について

９ 第６回大学教育開放セ
ンター研究協議会日程
（昭和59年６月８日）

昭和59年～昭和60年度�
大学教育開放センター�
運営委員会及び管理委員
会綴

・議事次第、出席者名簿、懇親会収支、出席者
の宿泊等の要否、開催通知、実施要項

10 大 学 教 育 開 放 セ ン
ター長会議について打
合せ（4.21）

同上 ・手書きメモ
※「センター長会議」とあるが、「センター研
究協議会」のことを指しているのは間違いな
い。

11 大 学 教 育 開 放 セ ン
ター運営委員会記録
（昭和62年12月23日）

昭和61年～昭和63年度�
大学教育開放センター�
運営委員会及び管理委員
会綴

・議題４．その他（３）第９回大学教育開放セ
ンター研究協議会について

12 第９回大学教育開放セ
ンター研究協議会

同上 ・開催日、場所、日程、出席者名簿
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